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Ⅰ．はじめに

本稿は，日本における労働者の労働時間を調
査した政府統計を検討したのち，世帯を対象と
した労働時間統計を用いて，世帯単位の労働時

間の構造と推移について，1980年代後半から
近年に至るその特徴を検証することを目的とす
る。

本稿では，労働時間に関する政府統計の整合性を検証した後，世帯単位の労働供給の視
点から，1980年代半ば以降の労働時間の推移と構造を明らかにした。主な結果は次のと
おりである。

第１に，労働時間統計を比較した結果，世帯側，事業所側の各統計内では整合性が見ら
れたが，両統計間には，とくに男性について一定の乖離が存在する。第２に，世帯調査で
ある『労働力調査』の個票データの分析の結果，1986年以降，有配偶世帯の夫婦それぞ
れの平均週労働時間は変化がない一方，妻の労働供給の構造に大きな変化がみられた。有
配偶女性の就業率は全般的に上昇し，専業主婦世帯が減少したが，短時間就業の妻の増加
が妻の労働時間上昇を抑制した。第３に，妻の就業選択では，夫の所得との負の相関を意
味するダグラス＝有沢の法則が頑健に存在すること，近年ほど，育児期の世帯で夫の労働
時間が妻の労働供給の制約となっている傾向がみられた。

男性の働き方は，個人のワーク・ライフ・バランスにとどまらず，世帯の行動選択に大
きな影響を持つため，世帯調査において，主な勤務時間帯や賃金が支払われる労働時間な
どの働き方の内実に迫る調査項目の追加も検討すべきであろう。
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労働時間は，労働サービスの需要側である企
業，ならびに供給側である労働者の双方の取引
の結果である。このうち労働供給について，経
済学の基本的なモデルでは，完全情報のもと，
労働者は賃金率を所与として余暇時間と（所得
によって実現する）消費からなる自らの効用を
最大にする労働時間を選択すると考えられてい
る。しかし，均衡における労働時間が必ずしも
労働者の最大化問題の解となっていない可能性
が指摘されてきた。

1980年代には日本の労働者一人当たりの労
働時間は，年間2100時間を超えて国際的にみ
ても高い水準にあり，長時間労働の是正が政策
課題の一つであった。その後，1988年の労働
基準法（労基法）の改正によって法定労働時間
は週48時間から40時間に段階的に引き下げが
行われ，さらに割増賃金率が引き上げられるな
ど，労働時間法制の変更が近年に至るまで行わ
れている。この間，日本の労働者の一人当たり
労働時間は一貫して低下傾向にあり，事業所の
賃金や労働時間に関する基幹統計である厚生労
働省『毎月勤労統計調査』によれば，2013年
には約1700時間余りに至っている。

ただし，近年の実証研究によれば，観察され
る平均労働時間の減少の多くは短時間労働者の
増加によっており（神林2010），フルタイム雇
用者の平均労働時間は25年前と近年でほとん
ど差がないこと（Kuroda 2010），法定労働時間
の短縮という法制度の変更が実際の労働時間の
削減に与えた効果はわずかであることなどが明
らかにされている（Kawaguchi et al. 2008）。さ
らに，バブル経済の崩壊後の1990年代後半か
ら2000年代初頭に至る景気後退期においては，
正規労働者のうちの週60時間以上の長時間労
働者の比率が上昇し（玄田2005），とりわけ男
性壮年層を中心に平均労働時間が上昇したとい
う事実も指摘されている（Genda，Kuroda and 
Ohta 2010）。

このように，日本の労働者の働き方，長時間

労働のメカニズムや労働者の（身体的／精神的
な）健康に及ぼす影響に関する実証研究が急速
に蓄積されつつある（小倉 2007，山本・黒田 
2014）。日本の労働市場の現状を把握すること
は，ますます重要になっている。しかも，短時
間労働者の増加の一方で，正社員を中心とする
長時間労働問題が存在するという状況では，
個々の労働者の労働時間を把握できるミクロ
データの役割が大きい。また，信頼できる実証
研究のためには，ミクロレベルでの労働統計の
信頼性が不可欠である。

本稿では，個人単位の労働時間に関する政府
統計の妥当性を検証するだけでなく，世帯単位
での労働時間のデータを分析対象とする。一般
に労働者の多くは家族を形成しており，その労
働供給行動は家計の他の構成員の行動とは独立
ではない。また，余暇時間の多くは，実際には
子育てや料理，洗濯，掃除といった様々な家計
内生産活動に当てられている。つまり，家計は
各構成員の生活時間や財の配分の意志決定の単
位であり，家計全体の効用の最大化行動の結果
として（ユニタリーモデル），あるいは家計の
構成員間の交渉力を反映したそれぞれの効用最
大化行動を通じて（コレクティブモデル），各
構成員の労働時間や消費の配分が決定されると
考えられる（Blundel and MaCurdy 1999）。す
なわち，労働時間に対するアプローチには，所
得や貯蓄，消費などと同様に，世帯単位の意志
決定とその内部での配分問題に関する視点が不
可欠となる。

こうした世帯における労働時間の選択問題に
ついては，これまでにも多くの研究の蓄積があ
る１）。なかでも，世帯の労働供給に関する伝統
的な論点の一つは，世帯主である夫の収入（核
収入）が低い家計ほど，妻（非核構成員）の有
業率が高いという，ダグラス＝有沢の（第１）
法則の存在と変化に関するものであった（川口 
2002）。家計経済研究所『消費生活に関するパ
ネル調査（以下，JPSC）』に基づいて，2000年

１）大森（2010）は，日本における家計生産モデルの観点からの実証研究を整理している。
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代に相次いだ実証分析の結果によれば，妻の就
業選択は夫の所得には必ずしも反応していない
こと（武内 2004），さらに，夫の所得と妻の就
業確率に見られた負の相関関係自体も1990年
代に弱まったことなどが示唆されてきた（小原 
2001）。

また，1990年代後半以降の不況期に家計が
直面した現実は夫の所得の低下や失職であり，
こうした状況の分析には世帯ベースでの労働供
給の検証が不可欠である。Kohara（2010）は，
JPSCの1993年から2004年の個票データを用い
て，夫の非自発的な離職が，所得の喪失を補う
ための妻の労働供給の増加（Added worker ef-
fect：付加的労働効果）をもたらしたことを明
らかにしている。

さらに，世帯内の労働時間の配分がその他の
生活時間配分，とりわけ家事や育児に及ぼす効
果についても世帯ベースのデータが有用であ
る。小原（2000）は，ミクロデータを用いた実
証研究として JPSCの個票データを用いて，夫
の通勤時間が夫妻の時間配分に及ぼす効果を検
証している。夫は通勤時間の長短にかかわらず
家事労働時間を変化させない一方，夫の通勤時
間が長い家計の妻は市場の労働時間が短いこと
を明らかにしている。水落（2006）は，日本家
族 社 会 学 会『 家 族 に つ い て の 全 国 調 査

（NFRJ98）』を用いて，父親の労働時間の長さ
（共働き世帯については通勤時間の長さも）が，
その育児参加を低下させることを示している。

より広く夫婦間の家事・育児分担について，吉
田（2009）は，家庭内の意思決定に夫婦の交渉
力を考慮したコレクティブモデルを用いた分析
を行っている。日本の世代とジェンダー・プロ
ジェクト委員会『結婚と家族に関する国際比較
調査』のミクロデータを用いた実証分析の結
果，夫と妻の賃金率ならびに労働時間がそれぞ
れの配偶者の家事頻度の要因であることを示し
ている。これは，日本では，夫婦の家事・育児
時間は労働時間と同時に決定されているという
よりも，むしろ，労働時間が時間的制約条件と
なっている可能性を示唆している。

このように，世帯単位の労働供給に関する実
証分析が蓄積されているが，分析に用いられた
データは単年度のクロスセクションデータもし
くはサンプルサイズの小さいパネルデータと
なっている。ここでは，より大規模なサンプル
サイズを有する政府統計のミクロデータに基づ
いて，世帯ベースの労働供給の状況を長期の時
系列でみることで，先行研究の結果の一般性を
評価することを試みている。

以下，第Ⅱ節では，労働時間関連の政府統計
を取りあげ，労働時間の定義や，調査方法の異
同を検討する。第Ⅲ節では，総務省『労働力調
査』を用いて，世帯単位の労働時間の構造と推
移を概観し，第Ⅳ節において世帯属性別の夫婦
の労働供給を検証する。第Ⅴ節では，本稿で得
られた結論をまとめ，今後の課題を述べる。

Ⅱ．統計による労働時間の違い

Ⅱ－１．労働時間統計の概要
労働時間を把握する際には，まずは各調査の

母集団に留意する必要がある。また，一般向け
に公表される集計表では，労働時間の集計対象
が労働者のタイプ別になっていることが多い。
したがって，統計調査の集計表章にも注意を払

う必要がある。これらを踏まえた上で，各調査
における労働時間の定義の違いを検討する。

日本の労働時間関連の公的統計は，労働者が
雇われている事業所を対象とした事業所調査
と，世帯に対して各世帯員の就業状況を尋ねる
世帯調査の２つに大別され，両調査の母集団は
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異なる。事業所調査としては，厚生労働省が実
施する『毎月勤労統計調査』（以下，毎勤）お
よび『賃金構造基本統計調査』（賃構）がある。
一方，世帯調査では，総務省統計局による『労
働力調査』（労調）や『社会生活基本調査』（社
会調），『就業構造基本調査』（就調）が代表的
な統計調査である。表１は，これら５種の労働
時間統計の概要を整理したものである。以下，
各統計調査の特徴と差異について詳細にみてい
こう。

Ⅱ－１－１．母集団の差異：事業所と世帯
事業所調査は，日本の全事業所を対象に５年

ごとに実施される総務省『経済センサス（旧事
業所・企業統計調査）』をサンプルフレームと
し，農林漁業および公務を除く産業を対象とし
て，地域（調査区，都道府県）と事業所の従業
員規模に応じた抽出を行っている。さらに賃構
は，事業所を第１次抽出単位，労働者を第２次
抽出単位としており，抽出された事業所につい
て，事業所規模に応じて割り当てられた労働者
数が賃金台帳等から無作為に抽出される。対象
となる事業所の従業員規模は，毎勤では1990
年以降，事業所規模５人以上への統一が図られ
ている（規模１～４人の事業所分は年１回の

『毎月勤労統計調査特別調査』で補完される）。
賃構もまた，1982年調査以降，事業所規模５
人以上を調査対象としている（公営事業所は
10人以上に限られる）。

他方，世帯調査の母集団は日本に居住する全
世帯であり，５年毎に実施される総務省『国勢
調査』に基づいて各統計調査の規模に応じた数
の調査区を選定し，抽出された世帯に居住する
世帯員を調査対象としている。ただし，就業状
態は世帯員のうち15歳以上の者についてのみ
得られる。

このように，母集団の観点では，世帯調査が
日本の全世帯を対象としていることから，就業
形態や就業先を限定することなく，広く15歳
以上の就業者を対象とするのに対して，事業所
調査は，非農林漁業・非公務の産業に属する事
業所で，かつ事業所規模が５人以上の事業所に
就業する雇用者や役員に限定される。

Ⅱ－１－２．集計対象の差異：労働者の定義
こうした母集団の差異は，「労働時間」の集

計対象にも違いを生じさせる。事業所調査は，
あくまで当該事業所と現に直接的な雇用関係に
ある（雇用）労働者が調査対象である。なかで
も労働時間については，当該事業所において通

表１　労働時間統計の比較

調査名 毎月勤労統計調査 賃金構造基本統計調査 労働力調査 社会生活基本調査 就業構造基本調査
調査の頻度 毎月 毎年（6月） 毎月 5年毎（10月） 5年毎（10月）

事業所調査 事業所調査
（農林漁業・公務除
く。事業所規模5人
以上について集計）

（農林漁業・公務除く。
企業規模10人以上につ
いて集計）

標本の大きさ 約3.3万事業所
約8万事業所，
約160万人

約4万世帯，
約11万人

約8万世帯，
約20万人

約50万世帯，
約110万人

労働時間の集計
対象と結果の表
章

常用労働者（一般/
パート）

常用労働者（一般/短
時間の別，勤め先の呼
称別），臨時労働者

就業者（従業上
の地位別），うち
雇用者（常雇/臨
時/日雇の別，
勤め先の呼称
別：2013年〜）

有業者（従業上の
地位別），うち雇用
者（勤め先の呼称
別）

有業者（従業上の
地位別），うち雇用
者（勤め先の呼称
別）

月末1週間（12
月は20〜26日）
の就業時間

24時間の実労働時
間→週間就業時
間，ふだんの週間
労働時間（階級値）

ふだんの週間就業
時間（階級値※年
間200日未満の規
則的就業者＋200
日以上就業者）

※副業等含む ※副業含む ※主な仕事
注：標本の大きさは、各統計調査の直近時点のもの。

調査対象 世帯調査 世帯調査 世帯調査

労働時間

月間の所定内労働
時間，所定外労働
時間，総実労働時
間

月間の所定内実労働時
間数，超過実労働時間
数

注：標本の大きさは，各統計調査の直近時点のもの。
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常雇われている「常用労働者」について主に集
計される。ここで，常用労働者とは，①契約期
間の定めがないか，１か月を超える期間を定め
て雇われる労働者，もしくは，②日々または１
か月以内の期間を定めて雇われる労働者のう
ち，調査前２か月間でそれぞれ18日以上雇わ
れている労働者であり，ごく短期間だけ雇用さ
れる「臨時労働者」とは区別される。

事業所調査では，主に常用労働者の労働時間
に着目した区分別の集計がなされてきた。毎勤
および賃構ともに，各労働者について，就業規
則や労働協約で定められた所定労働時間や所定
労働日数に着目し，１日の所定労働時間や１週
の所定労働日数が一般の労働者より短い「パー
ト（または短時間）」と，それ以外の「一般労
働者」に分けた集計結果が公表されている。た
だし，近年の就業形態の多様化の実態把握を目
的として，賃構の2005年調査より，新たに常
用労働者について「正社員・正職員」と「正社
員・正職員以外」という雇用形態別の集計が追
加されている。

これに対して，個人を対象とする世帯調査で
は，そもそも回答者が収入を伴う仕事をしたか
どうか，つまり就業状態そのものから定義する
必要がある。世帯調査における就業状態の決定
方式には，ふだんの状態から把握する「有業者
方式」と，一定期間の活動状態に基づいて定義
する「労働力方式」があり，社会調や就調では
前者が採用され，ふだん収入を伴う仕事をして
いる「有業者」が定義される。残る労調では，
国際労働機関（ILO）が定める国際基準に準拠
した後者の方式が採られ，毎月末１週間（12
月については20日～26日）に収入を伴う仕事
をした場合に「就業者」と定義される。世帯調
査では，こうした「有業者」や「就業者」につ

いて，仕事をした「就業時間」が把握される。
このように，労働時間に関する調査は，世帯

調査では広く「有業者」や「就業者」が，事業
所調査では事業所と直接的な雇用関係にある労
働者のうちの主に「常用労働者」が対象とな
る。特に労働時間の比較に際しては，就業者の
タイプ別の集計表章に留意し，集計対象者の定
義を揃える必要がある。世帯調査では，３種の
調査に共通して，自営業主や家族従業者，内
職，役員，雇用者といった「従業上の地位」の
別があり，さらに，雇用者については，労調と
就調において雇用契約期間に着目した集計区分
がある２）。また，社会調や就調では，従来，い
わゆる正社員と非正社員について勤め先の呼称
に基づく「雇用形態」の別があり３），毎月の労
調においても，2013年１月調査より調査事項
の変更がなされて同様の区分別の集計が得られ
る。

Ⅱ－１－３．労働時間の把握の仕方の差異
調査対象や集計対象の差異は，事業所調査と

世帯調査における労働時間の把握の仕方にも大
きな違いをもたらす。これには，「労働時間」
の定義と，労働時間の計測期間の２つの側面が
ある。

労働時間の定義については，事業所調査が，
労働時間法制を前提として，使用者が把握・管
理する労働者の労働時間を尋ねる一方，世帯調
査が勤め先に関わらず個人が就業した全ての時
間を就業時間として把握するという違いがあ
る。また，労働時間の計測単位については，事
業所調査が，事業所が把握する１か月の総労働
時間を調査しているのに対して，世帯調査の労
働時間は１週間を単位としている。

ここで，労働時間に関する労働時間法制の流

２）雇用者の従業上の地位の別は，雇用契約の期間が１年超又は期間の定めがない「常雇」と契約期間が１年以下
の「臨時・日雇」である。ただし，労調では2013年１月調査より調査事項が変更され，「常雇（無期の契約）」と

「常雇（有期の契約）」の区分が新設されている。
３）雇用形態の区分は，「正規の職員・従業員」，「パート」，「アルバイト」，「労働者派遣事業の派遣社員」，「契約

社員」，「嘱託」，「その他」となっている。
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れを概観してみる（表２）。1947年（昭和22年）
に制定された労働基準法における法定労働時間
は段階的に短縮されてきた。また変形労働時間
制や裁量労働制といった柔軟な働き方，女性の
深夜勤務の解禁４），女性の妊娠・出産に伴う母
体保護に関する法律５）などが導入され，労働
時間をめぐる環境は変化している。

現在は，使用者と労働契約を締結した労働者
の労働時間については，労基法32条により，
法定労働時間として一週40時間，一日８時間
の上限規制があり，週休２日制６）も浸透して
きている。同33条や36条などに基づく時間外
労働についても，使用者は割増賃金を支払う義
務を負う（同37条）。

毎勤および賃構といった事業所調査の労働時
間は，こうした労働時間法制に対応している。
使用者の指揮監督下にある労働者の労働時間の
うち，労働協約や就業規則等であらかじめ就業

するべきと定められた時間帯内における「所定
内労働時間」，その時間帯の範囲外での早出，
残業，休日出勤，臨時の呼び出しなどの「所定
外労働時間」（両者の合計は「総実労働時間」）
を定義し，調査対象事業所が把握する労働時間
の実数を尋ねる形式をとっている。このうち毎
勤は，調査対象事業所に対して，毎月の調査期
間における全常用労働者の労働時間の合計（延
べ労働時間）を，賃構は，常用労働者個々人に
ついて，調査期間である６月一か月の労働時間
を調査している。ただし，賃構の記入要領によ
れば，対象労働者の抽出に際して休業者を除く
よう指示があることから，賃構の労働時間は，
育児や介護休業中を含めた全常用労働者を対象
とする毎勤のそれとは異なる点に留意する必要
がある。

一方の世帯調査は，必ずしも一つの勤め先に
おける労働時間を把握することを目的としてい

表２　法定労働時間の変遷

法定労働時間 その他

1947年 （昭22） 週48時間制 4週単位の変形労働時間制

88年 （昭63）
週46時間制
（週40時間を目標化，猶予措置：週
48時間制）

フレックス制・裁量労働制など導入

91年 （平3） 週44時間制

94年 （平6） 週40時間制 1年単位の変形労働時間制

97年 （平9） 週40時間制全面実施
（特例措置：週46時間制）

女性保護規定撤廃（女性の時間
外・休日労働・深夜業解禁）

（資料）厚生労働省HPより作成

４）1997年の「女性保護規定撤廃」（労基法改正）により，女性が禁止されていた時間外・休日労働・深夜労働に
関する規制が原則撤廃され，女性も男性と同じ条件で深夜に働くことが可能になった。

５）妊娠・出産にともなう産前産後の就業や母体の健康管理については，労働時間規制や危険有害業務に関する就
業規制や保護がある。たとえば出産前の軽易業務転換の請求や妊婦健診の時間の確保や，産後は育児時間が請求
でき，企業による勤務時間の短縮等の措置なども規定されている。産前の妊婦健診の時間の確保や，産後の育児
時間の請求は女性に限られるが，時間外・深夜労働の制限や勤務時間短縮などは，男性も利用できる。

６）労基法に厳密に週休２日制は明記されていないが，「労働時間は，１週間40時間以下，１日８時間以下」と規
定されており，１日の所定労働時間が８時間であれば，労働日数は週５日以内，すなわち実態として完全週休２
日制となる。週休２日制は，日本では1980年代頃から導入企業が増え，1992年５月から国家公務員で完全週休
２日制が実施されている。
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ない。労調や社会調は，調査対象者が収入を伴
う仕事に費やした総ての時間を把握することを
目的としており，副業や内職，臨時の仕事を含
めた「就業時間」を尋ねている。なお，労調と
社会調は，共に公表統計から週平均就業時間の
データが得られるが，その調査の形式は異なっ
ている。

労調は，先に述べたように「労働力方式」を
採用し，就業時間についても月末１週間の合計
値を尋ねている。他方，社会調は，タイムユー
ズサーベイとも呼ばれ，調査対象者の24時間
の生活時間の配分について，仕事や学業，家事
などの行動の種類別に15分刻みで記録する形
式が取られている。曜日ごとに結果を集計する
ため，標本調査区を無作為に８つのグループに
分け，グループごとに10月15日から23日まで
の９日間のうち連続する２日間を調査日として
選定している。この曜日毎に得られた労働時間
を週単位で足し合わせたものが週全体の仕事時
間として集計される。

したがって，両者には調査時期とともに，報
告された就業時間が主に記憶によるものか（労
調），生活時間記録によるものか（社会調）の
違いがある。残る就調については，この調査の
み主な仕事に関してふだんの就業時間を尋ねて
いる。ただし，就業時間の調査対象は，年間の
就業日数が200日以上もしくは200日未満でも
規則的に働いている者に限られ，１週間の就業
時間を階級値で調査する形式をとっている。

以上より，労働時間に関する統計調査の主な
差異は，事業所調査と世帯調査の間に存在す
る。前者では，事業所を単位として，企業が把
握する１か月の労働時間が調査されているのに
対して，後者では，個人を単位として労働者が
仕事に費やした１週間の就業時間が調査される
という大きな違いがある。また，事業所調査の
調査対象が，臨時労働者を除く常用労働者であ
る一方，世帯調査では，雇用者に限定しない広
範な就業者が調査されている。以下では，各調
査の特徴を踏まえて比較した場合，それぞれの
統計調査における労働時間はどの程度整合的か

を検討する。

Ⅱ－２．世帯調査と事業所調査の労働時間の推移
ここでは，世帯調査として労調と社会調を，

事業所調査として毎勤と賃構を用いて，調査対
象と労働時間の定義をできる限り揃えたうえ
で，世帯調査と事業所調査それぞれ，また両者
について整合性を検討する。なお以下では，世
帯調査の「就業時間」も労働時間と呼んで議論
を進める。

まず，世帯側の統計である労調と社会調の労
働時間の推移を比較する。５年に一度，10月
に調査される社会調は，有業者の平均をみたも
のであり，労調は基本集計の10月調査の雇用
者全体をみた（図１）。両調査とも週労働時間
は減少傾向にあるが，直近でも週40時間を超
えている。世帯調査の雇用者には，多様な労働
者が広く含まれるため，パートなどの短時間労
働者の割合が増えると，労働者全体の平均労働
時間も減少することになる。両統計は，30年
間に週当たり５～６時間，つまり１日当たり１
時間弱減少していることがわかる。また両者の
差は最大で１週間に１時間強となっており，多
少の乖離はあるものの，１日当たりで換算する
と十数分とその差は小さいと言える。

次に，事業所側の統計である賃構と毎勤の常
用労働者について，労働時間の推移をみてみよ
う。毎年６月に調査が行われる賃構にあわせ
て，毎勤の６月調査と比較した（図２）。それ
ぞれの統計を週当たりの労働時間に換算し，賃
構については，一般労働者と短時間労働者の労
働時間を，それぞれの労働者数で加重平均して
算出している。世帯調査と同じく，事業所調査
の２調査の労働時間も長期的に減少傾向にあ
り，週当たり６～８時間，１日当たりにすると
１時間前後の減少を示している。水準でみると
2013年には週36時間前後となっている。両統
計の乖離は最大で２時間あったが，その差は縮
小している。直近では１時間以下となってお
り，１日当たりにしてもわずかである。

これまでみたように，世帯調査，事業所調査
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図１　世帯調査による週労働時間の推移（男女計）
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（注１）『社会生活基本調査』：有業者総平均時間の週全体の１日当たり（分）を週当たり時間に換算
（注２）『労働力調査』：基本集計，雇用者（全産業），平均週間就業時間。ただし1984年以前は農林業を

除く
（資料）総務省『社会生活基本調査』，総務省『労働力調査』：基本集計

図２　事業所調査による週労働時間の推移（男女計，一般・パート計）
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者と短時間労働者の労働時間を，それぞれの労働者数で加重平均して「一般・短時間労働者」
の労働時間を算出。1987年以前は，男性の短時間労働者の統計がないため，男女計は算出でき
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（注２）『毎月勤労統計調査』：総実労働時間（所定内＋所定外）。週平均に換算。一般・パート，事業所
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（資料）厚生労働省『賃金構造基本統計調査』，厚生労働省『毎月勤労統計調査』
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それぞれにおける差は，１日当たりにするとわ
ずかであり，世帯側，事業所側それぞれの統計
内での整合性はあるようである。そこで次に，
世帯調査と事業所調査の比較を試みよう。世帯
側を代表して労調，事業所側の代表として毎勤
を比較すると，両統計の差は，平均して週当た
り約６時間となった（図３）。両統計の平均労
働時間が減少傾向にあるにもかかわらず，両者
は平均週６時間，つまり１日あたり１時間強の
乖離が常に存在することがわかる。

さらに男女別に世帯側，事業所側からみた週
労働時間の推移を比較してみよう（図４）。男
女とも労働時間は減少傾向にある。労調をみる
と，2013年の週労働時間は，男性45時間，女
性34時間で，男性は労基法改正時（1988年）
の週52時間近くから約７時間減，女性も42時
間から８時間減少しており，女性の方が週労働
時間の減少幅が大きい。賃構でも同様に減少し
ている。

水準でみると，男性は世帯側と事業所側で平
均週5.5時間程度の乖離があり（最新年の2013
年も同じ），世帯側である労調の水準が高い。
女性では乖離は大きくないが，近年世帯側と事

業所側の乖離が少しずつ拡大している。なお，
賃構の短時間労働者には，所定外労働時間の集
計項目がなく，女性はパートなど時間給で働く
短時間労働者が多いため，世帯側と事業所側の
乖離が男性ほど大きくない。

こうした事業所調査と世帯調査の間の乖離に
ついては，これまでにも多くの研究により，そ
の要因が検討されてきた。

第１の要因は，調査の対象や期間の違いであ
る。先に述べたように，世帯調査と事業所調査
では，調査対象の産業や事業所の規模，労働者
の種類が異なる。この点について，玄田（1993）
は，1980年代の労調と賃構の公表値を用いて，
集計対象を可能な限り揃えた場合，女性につい
ては統計間の乖離は小さくなるものの，男性に
ついては，依然として世帯調査の労働時間が事
業所調査より月あたりで13.7時間程度長いとし
ている。また，神林（2010）は，世帯調査が週
単位，事業所調査が月単位の労働時間であるた
め，両統計の単位を統一して比較する際には，
月の就業日数を厳密に考慮する必要性を指摘し
ている。

これらの点については，事業所側の賃構の

図３　世帯調査と事業所調査による週労働時間の比較（男女計）
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労働時間統計の整合性と世帯の労働時間の分析

－112－

2005年調査から，呼称上の雇用形態が追加さ
れたこと，また世帯側の労調でも，2013年１
月調査より，月間の就業日数や雇用形態が調査
項目に追加されたことにより，最近の一時点に
ついてのみ，おおむね同一の集計対象の月間労
働時間を直接比較することが可能である。例え
ば，労調の2013年６月調査における全産業・
全規模の「正規の職員・従業員」の月間平均労
働時間は，男性が195.7時間，女性は174.5時間
である。他方，賃構の2013年（６月）調査に
よれば，非農林業・企業規模10人以上の「正
社員・正職員」の月間総実労働時間数は，男性
が180.0時間，女性が170.0時間である。した
がって，月あたり労働時間の差は，男性が15.7
時間，女性が4.5時間であり，週に換算すると，
約3.7時間と約１時間となる。玄田（1993）の
知見と同様に，女性についての乖離は小さくな
るものの，男性については，集計対象者の属性
を可能な限り揃えても，世帯調査による労働時
間が長いといえる。

第２に，労働時間の定義の違いから生じる問
題がある。先に指摘したように，世帯調査であ

る労調や社会調は，必ずしも一つの勤め先の労
働時間の把握を目的としておらず，その就業時
間には副業や内職・臨時の仕事が含まれる。し
かし，この要因による乖離はさほど大きくな
い。有業者の副業状況が把握できる就調によれ
ば，雇用者に占める副業従事者の比率は，1980
年代以降は５％未満で低下傾向にある（労働政
策研究・研修機構 2005；内閣府 2011）。また，
労働時間の定義に関して，労調が調査している

「月末一週間」の特殊性に関する疑いも指摘さ
れるが（玄田1993），10月調査について，調査
月が同じで調査週が異なる社会調の労働時間と
の差が小さいことから，この要因による乖離も
小さいとみられる。

第３に，調査方法の違いがある。世帯調査で
は労働者が申告する労働時間を調査するのに対
して，事業所調査は，企業（使用者）が把握す
る労働時間を捉えている。世帯調査の労調で
は，労働者に対して週全体の労働時間を尋ねる
形式が取られており，労働者の記憶や認識の違
いによる測定誤差が疑われる。しかし，この点
は，生活時間の配分を15分刻みで記録すると

図４　世帯調査と事業所調査による週労働時間の推移（男女別）
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（注１）図１，２の注と同様
（注２）2011年の『労働力調査』について，2011年３月～８月の期間は，東日本大震災の影響により全

国集計結果がない。
（資料）総務省『労働力調査』：基本集計，厚生労働省『賃金構造基本統計調査』
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いう「タイムダイアリー方式」が取られている
社会調と労調の労働時間に目立った違いがない
ことから，世帯調査の労働時間に関する記憶や
認識の違いは平均的には大きくない（山本・黒
田 2014）。

最後に残る要因が，個人が把握する労働時間
と，事業所が把握する労働時間の違いである。
事業所が把握し，事業所調査において申告する
労働時間は，残業代等の所定外給与を含めた

「賃金を支払った」労働時間である。そのため，
事業所調査と世帯調査の間で，可能な限り同一
の条件にそろえた場合にも存在する労働時間の
乖離は，労働者のみが把握する不払いの残業時
間や休日出勤と解釈されてきた（玄田1993； 
小倉・藤本2005；高橋2005）。

ただし，両統計調査の乖離幅は，先の図３に
よれば週当たり約６時間程度であり，1980年
代以降の期間をみても大きく変化していない。
また，雇用形態別に最も労働時間が長い正社員

に限って労調と賃構を比較した先の結果によれ
ば，両者の乖離幅は男性でも月間16時間弱，
週にすれば４時間を下回っている。両統計の乖
離には，いわゆる「サービス残業」が含まれる
ことが示唆されるが，その水準は，単純な比較
によるものよりも小さくとどまる可能性があ
る。

以上のように，労働時間の水準は，世帯調
査，事業所調査のそれぞれにおいては整合的で
ある一方，世帯調査と事業所調査の間には，一
定程度の乖離が存在する。しかし，いずれの統
計調査においても，労働者個人の労働時間が長
期的に減少していることが示されている。この
ことは，いずれの労働時間統計も労働時間の変
動や長期的なトレンドの把握には有用である一
方（山本・黒田 2014），把握される労働時間の
定義を踏まえて，分析目的に合った統計調査を
用いることの重要性を改めて示している。

Ⅲ．世帯の労働時間の構造と推移

Ⅲ－１．世帯と個人の労働供給
個人の労働時間については，統計調査によら

ず，長期的な減少傾向が確認された。しかし，
これまでの研究から，フルタイム労働者の労働
時間は過去四半世紀で大きな変化がなく，短時
間労働者の増加が全体平均を押し下げたことが
明らかになっている。また，バブル崩壊後に
は，正社員の週60時間を超える長時間労働の
問題も指摘されている。では，こうした個人単
位の労働供給を，家計内の時間配分の視点から
みた場合，過去四半世紀にはどのような変化が
みられるのだろうか。以下では，世帯単位の労
働供給の視点から，主に夫婦の労働時間の分析
を試みる。

世帯単位の労働供給の一つの視点は，共働き
世帯か専業主婦世帯か，つまり妻の「就業の選

択」（Extensive Margin）に関するものである。
夫の労働時間は，妻の就業状態によって異なる
のか。また専業主婦世帯の妻は，夫が長時間労
働のために働けないのか。妻の就業選択は，世
帯の労働供給や夫婦の家事・育児時間の分担に
も影響するだろう。本来，就業の有無，あるい
は何時間働くかという労働供給は，家計内生産
を考慮した意志決定であるはずだが，現実には
希望通りに労働時間を選択できるわけではな
い。たとえば，結婚・出産で退職した女性は，
再就職の際に正規雇用に就くことが容易ではな
い。海外では，労働日数や時間を個人や世帯の
状況に応じて選択できる余地があり，夫婦２人
で1.5人分働くオランダなどの例もある。ワー
ク・ライフ・バランスにも影響を及ぼすと考え
られる世帯の労働供給の実態について，本節で



労働時間統計の整合性と世帯の労働時間の分析

－114－

は個票データによる分析を行う。以下では，世
帯調査である総務省『労働力調査』を用いて，
夫婦の労働時間を集計し，その分布や時系列変
化を把握する。分析には1986～2013年の『労
働力調査』詳細集計の個票データを使用する。
データは「詳細集計」として公表されている系
列で，2001年までは『労働力調査特別調査』
として，毎年２月と８月に約４万世帯を対象に
実施されていたものである。2002年１月以降
は『労働力調査（詳細集計）』」として毎月実施
され（公表は四半期毎），調査対象は「基本集
計」の４分の１の約１万世帯となっている。本
研究では，調査方法が変わっても毎年調査が行
われている２月について集計することとし，分
析期間の合計では，男性81万8,952人，女性88
万6,122人（合計170万5,074人）のデータを分
析に用いる。

Ⅲ－２．単身世帯の動向―単身世帯の割合は
上昇
データを概観するために，まず全データで単

身世帯の割合についてみてみよう（図５）。全
体では，単身世帯の割合は1986年には9.9％
だったが，2013年には14.2％と28年間で５％
ポイント上昇している。65歳未満は大きく上昇
していない７）のに対し，65歳以上では14％か
ら22.9％まで８％ポイントも上昇し，高齢化の
進展にともない高齢者の独り暮らしが増えてい
ることがわかる。男女別には，とくに女性では
65歳以上の単身世帯が2013年で28.4％と，
1986年から約10％ポイントも上昇している。
平均寿命が長い女性は，高齢で単身世帯になる
可能性が高い。

次に，単身世帯と２人以上の一般世帯の別
に，働いている者について週労働時間をみてみ
よう。1986年は単身世帯も一般世帯も男女計
の週労働時間はともに約45時間であった。そ

図５　単身世帯割合の推移（男女計）
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７）65歳未満の単身世帯の割合は，女性は８％前後で大きく変化していないが，男性は約10%から15%に上昇して
いる。
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の後，単身，一般世帯とも労働時間が短くな
り，2013年には単身世帯が41.2時間，一般世
帯が39.7時間となり，単身世帯が1.5時間長い。
男女別にみても，長期的な減少傾向は男女で共
通している（図６）。男性では単身と一般世帯
の間で平均労働時間の差はほとんど見られず，
単身，一般世帯とも週約47時間から約43時間
に減少している。一方，女性では，全期間を通
して単身よりも一般世帯の方が労働時間は短
く，その乖離は1986～2013年平均で約3.5時間
になる。

その背景を，就業者に占める正規雇用の割
合８）で検証してみよう（図７）。正規雇用の割
合は，男女とも一般世帯よりも単身世帯の方が
高い。男性の正規雇用の割合は，一般世帯では
一貫して約65%だが，単身世帯では1986年の
81.2%から2013年の66.6%に約15%ポイント低
下し，直近では一般世帯とほぼ同じ割合となっ
ている。女性は，単身，一般世帯とも正規雇用
の割合は1986年から2013年にかけて低下して
いる。女性の単身世帯は1986年の61.6％から

約17%ポイント低下，一般世帯も43.3％から約
５%ポイント低下している。これらの傾向は，
サンプルを65歳未満に限定しても変わらなかっ
た。正規雇用の割合が低下する一方で，パー
ト・アルバイトなどの非正規雇用が増加し，自
営業が減少している。1986年に２割以上を占
めていた自営業が2013年には一般世帯では男
女とも１割を下回った。女性ではパート・アル
バイトに加えて派遣労働も増え，2013年は一
般世帯の約半数，単身世帯の約４割を占めてい
る。女性にとって，正規雇用での就業継続や再
就職が難しいこと，また男女とも単身世帯にお
ける正規雇用が減少していることが，このデー
タの推移からもわかる。このように，正規雇用
の割合が低下する，すなわち短時間労働者が増
加することで，労働者全体の労働時間が短くな
ることが確認できる。

Ⅲ－３．夫婦の就業パターンの推移
夫婦の就業状態や子どもの有無などの世帯属

性の違いによって，夫婦の労働時間や夫，妻そ

図６　単身，一般世帯の週労働時間の推移（男女別）
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（注）1989年（平成元年）の労働時間に顕著な落ち込みが見られる。これは，『労調特別調査』の調査
期間中に，昭和天皇の大喪の礼（２月24日）があり，法律によって公休日となったためである。

８）就業者を正期雇用，パート・アルバイト，派遣等，役員，自営等，内職に分類して割合をみた
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れぞれの労働時間は異なるのであろうか。また
1986～2013年という28年間に働き方はどのよ
うに変化したのだろうか。本稿における世帯単
位の労働時間の分析については，「世帯主夫婦」
を対象とする。具体的には「世帯主が男性」か
つ「配偶者あり」のサンプルである。もちろん

「世帯主が女性」という世帯もあるが，「世帯主
夫婦」全体のわずか0.3％であるため本稿では
集計の対象としない。本データにおいて「世帯
主が男性」「配偶者あり」に該当する対象者は
46万8,190世帯９）となる。

前述のとおり，すでに日本では専業主婦世帯
よりも共働き世帯の方が多いが，このことは本
データでも確認できる。世帯主が男性でかつ
65歳未満の一般世帯10）でみると，共働き世帯
の割合は28年間で約10％ポイント上昇し，
2013年に59.1％となっている（図８）。一方，
専業主婦世帯は約10％ポイント低下し，2013

年に34.1％となっている。本データでは1986
年時点からすでに共働き世帯が専業主婦世帯の
割合を上回っている。これは雇用者以外の自営
業などすべての労働者を含めたサンプルになっ
ているため，雇用者だけのデータよりも共働き
世帯の割合が高いと考えられる。ちなみに妻が
働く専業主夫世帯は平均して約３％，夫婦とも
無業の世帯は平均して約4.5％と一定割合で存
在し，その変動は大きくない。

なお，世帯主65歳以上の高齢者世帯も含め
た場合，夫婦とも無業の世帯の割合が急上昇す
る。1986年は11％だったが2013年に24.5％ま
で上昇している。高齢化にともない，世帯主が
仕事を引退した後，無業の高齢者夫婦になる世
帯が増えていることを示している。

共働き世帯の増加は，小さな子どもがいても
同様である。世帯主が男性で有業かつ65歳未
満の世帯について，末子年齢別に妻の就業状況

図７　単身，一般世帯における正期雇用の割合（男女別）
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９）記述統計量は，文末の付表を参考
10）共働き，専業主婦世帯だけでなく，夫婦とも無業および専業主夫世帯といった夫婦の就業パターンの推移もみ

るため，世帯主の夫が無業の世帯も含むベースで集計する
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をみると，末子が０－３歳の子どもを持つ世帯
で妻が働いている割合は，1986年は全体の３
割弱だったが，2013年には47％と約半数を占
めるまでになっている。末子年齢４－６歳の世
帯で妻が就業している割合も，1986年の約
44％から2013年まで10%ポイント以上上昇し，
半数を超えている。この就業者の中には，仕事
を休んでいた者も含まれ，末子年齢０－３歳の
子どもを持つ妻で常勤の者のうち仕事を休んで
いた者は，28年間で倍増し直近で２割ほど存
在する。その理由もほとんど「出産・育児のた
め」であり，常勤だが労働時間ゼロという，育
児休業中の妻が増加している。1990年代以降，
政府や企業の取り組みにより育児休業制度が充
実したことで，女性の育児休業取得率は2013
年に83％（厚生労働省『雇用均等基本調査』）
であり，常勤については，末子が０－３歳でも

就業継続している様子がうかがえる。
次に，世帯の就業パターンの推移を期間別，

世帯主の年齢階級別にみてみよう。1986年か
ら2013年のデータを５期間に区切ってその推
移をみてみた。５期間は，①1986～91年（バ
ブル崩壊まで），②92～97年（第１次平成不況
期），③98～2001年（第２～３次平成不況期），
④02～07年（景気回復期），⑤08～13年（リー
マン・ショック後）と，経済状況に応じてわけ
た。

全体を概観すると，専業主婦世帯の割合は，
世帯主の夫が20，30歳代の若年層で高く，40
歳代後半から50歳代前半が低い谷型のグラフ
になっている（図９）。共働き世帯はその逆で，
若年層で低く40歳代後半が高い山型になって
いる11）。期間別では，①から⑤を通して，45－
49歳代は専業主婦世帯の割合はあまり変化し

図８　夫婦の就業パターンの推移（世帯主男性かつ65歳未満，世帯主無業含む，割合）
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（注）世帯の種類の割合をみるため，世帯主の夫が無業の世帯も含むベース（世帯主男性，世
帯主65歳未満）で集計

11）世帯主が50歳代までは，夫婦の就業パターンは共働きか専業主婦世帯がほとんどで，専業主夫，夫婦とも無業
の世帯は数％しかいない。つまり専業主婦率のグラフを反転させたものが共働き率とみてよい。世帯主が60歳を
超えると仕事で引退を迎えるため，夫婦とも無業世帯が急増し，60－64歳で約２割，65－69歳で約４割になる。
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ていない。しかし，世帯主20，30歳代の若年
層および，50歳代では専業主婦世帯が低下し，
共働き世帯の割合が高まっている。

世帯主20，30歳代は，かつては専業主婦世
帯の方が多かったが，近年共働き世帯が増加
し，30歳代では逆転している。①～⑤の期間
における専業主婦率の低下幅は，25－29歳で
約13％ポイント，30－34歳で約16％ポイント，
35－39歳で８％ポイントと若い世代では大き
い。

対照的に，世帯主40歳代は，共働き世帯が
全期間平均で約63％，専業主婦世帯は約35％
と28年間を通じて両者の割合に大きな変化は
みられない。子どもの子育てが一段落した妻が
再び労働市場に参入する構造は28年前も現在
も変わらない結果になっている。

世帯主50歳代は一貫して専業主婦世帯の割
合が共働き世帯より低く，①1986－92年に世
帯 主50－54歳 で34.3％，55－59歳 で40.8％
だった。その後も，専業主婦世帯の割合は，⑤
2008－13年に約３割にまで低下し，一方で共
働き世帯は増加しているため両者の差は拡大し
ている。世帯主60歳以上の世帯は，専業主婦
率は①～⑤にかけて４％程度低下しているが，

近年は（図示していないが）共働き世帯が10%
ほど増加している。60歳定年が一般的だった
時代から，2008年の改正高年齢者雇用安定法
の施行によって企業の定年延長や再雇用などに
よる継続雇用が義務化されたことによる。

Ⅲ－４．期間別にみた世帯の労働時間配分
世帯内の労働時間の配分について期間別にみ

てみよう。労働時間について分析するため，こ
こでは世帯主の夫が65歳未満かつ有業の世帯
についてみてみる。全期間を通じて，夫婦とも
に労働時間の平均はほぼ横ばいである（図
10）。その他の世帯員の労働時間が12～17時間
程度あるが，これは世帯主夫婦の親世代が現役
で働いている場合や世帯主夫婦の子どもが働い
ているような場合である。その他の世帯員の労
働時間は，①から⑤の期間にかけて約４時間減
少しているが，これは世帯人員の減少，同居の
減少などによる。その結果，世帯全体の労働時
間も減少している。

第Ⅱ節で述べたように法定労働時間が短縮さ
れる中，長時間労働の実態は変化しているだろ
うか（紙幅の都合上，図は省略する）。世帯主
65歳未満の世帯について，夫が週60時間以上

図９　期間別，世帯主年齢階級別にみた専業主婦率の推移

1986-91年,  
62.7 62.4 

51.2 

38.5 

31.9 34.3 

40.8 

36.6 

2008-13年,  
49.4 46.0 

43.2 

38.0 

32.5 29.3 
32.7 

32.5 

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64

1986-91年 
1992-97年 
1998-01年 
2002-07年 
2008-13年 

（歳） 

（％） 

（注）図８と同様



＜財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」平成27年第2号（通巻第122号）2015年3月＞

－119－

働いている者の割合は，1986年の19.3%から
2013年には15.6％まで3.7％ポイント低下，週
45－59時間の者の割合は6.2％ポイント低下し
ている12）。一方，35－44時間の者の割合は
8.8％ポイント増加している。28年間で約１割
の者が週45時間以上から45時間未満の労働に
移行したといえる。

妻についてはどうか。夫の年齢65歳未満の
世帯の妻で週60時間以上働いている割合は２
～３％台で少数派である。一方０－19時間の
者の割合は約50～54％台と28年間常に約半数
以上を占めている。変化したのは労働時間が週
45－59時間の者の割合で6.5%ポイント低下，
週20－34時間および35－44時間の者の割合は
増加している。週45時間以上の者をあわせる
と，28年間で８％ポイント低下している。労
働時間０－19時間の者は，夫の配偶者控除適
用の範囲内で働こうとするパート労働者が中心
と考えられるが，彼女らの割合はあまり変わっ
ていない。昨今，短時間労働者の割合が増加し
ているといわれるのは，20－44時間働く者で
あり，45時間以上の長時間労働者は減少して
いる。

次に，世帯主の年齢階級別，期間別に夫の週
労働時間をみてみる（図11）。世帯主の夫が
20，30歳代で夫の労働時間が最も長い。この
世代は，結婚して家族を形成し子どもを持ちは
じめる世帯も多く，子育てに手のかかる時期で
あるが，夫の労働時間は総じて長い。40歳代
後半になると労働時間が短くなってくる。期間
別では，①1986～91年から⑤2008～13年にか
けて，25－29歳の労働時間は短くなっている
ものの，他の年齢階級では大きな変動はなく，
労働時間をみる限り，夫が育児に貢献するのは
難しい状況のようだ。

一方，夫に比べて妻の労働時間は，期間別・
世帯主の年齢階級別にみて大きく変化している

（図12）。世帯主の夫が20，30歳代の世帯にお
ける妻の労働時間は，週12～15時間であり，
出産・育児などにより仕事をしていないかもし
くは短時間勤務の妻が多いと考えられる。世帯
主の夫が40歳以上になると，妻の労働時間も
週20時間を超えて長くなり，育児が一段落し
た妻が労働市場に戻ってくる様子がわかる。

期間別にみると，世帯主の夫が35歳未満の
若い世帯の妻の労働時間は，①から⑤の全期間

図10　期間別にみた世帯の週労働時間（世帯主65歳未満）
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（注）世帯主の夫が有業の世帯（世帯主男性，世帯主65歳未満）について集計

12）労働時間を５区分（週当たり０－19，20－34，35－44，45－59時間，60時間以上）にし，それぞれの割合を
みた。
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にかけて長くなっており，特に30－34歳では
週3.5時間長くなっている。女性の結婚・出産
年齢が高くなり，35歳未満で就業継続する女
性が増加しているためだと考えられる13）。一方，
世帯主の夫が40－50歳代前半の妻の週労働時

間は短くなっており，特に45－49歳では週4.5時
間も短くなっている。図10でみたように，妻全体
の労働時間は期間を通じた平均では大きな変化
はなかったが，その構造は大きく変化している。

ここでは，世帯の就業パターン別に週労働時

図12　期間別，世帯主年齢階級別にみた週労働時間：妻
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（注）図10と同様

13）厚生労働省『人口動態統計』によれば，女性の平均初婚年齢は1985年の25.5歳から2013年の29.3歳まで3.8歳
上がり，第１子の母親の平均出産年齢は1985年の26.7歳から2013年の30.4歳まで3.7歳上がっている。

図11　期間別，世帯主年齢階級別にみた週労働時間：夫
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間をみてみる（図13）。世帯全体では，共働き
世帯の労働時間が最も長い。夫の労働時間は，
専業主婦世帯よりもむしろ共働き世帯の夫の方
が週２時間ほど長い。期間別にみると，共働き
世帯の夫と妻の労働時間は緩やかに減少してお
り，とくに妻は①1986～91年から⑤2008～13

年の期間にかけて，週5.5時間短くなっている。
専業主婦世帯では，夫の労働時間は横ばいであ
る。夫の労働時間は，①1986～91年の期間で
は共働き世帯の方が専業主婦世帯より週当たり
３時間近く長かったが，直近の⑤08～13年は
１時間も差はなくほぼ同じ時間である。

Ⅳ．世帯属性と夫婦の労働時間

Ⅳ－１．夫の年収階級別にみた労働時間と妻の
就業率
世帯の労働供給に関する従来の論点の一つ

が，夫の収入と妻の労働供給の関係と，その変

化である。まずは，全期間（1989～2013年）14）

について，夫の年収階級別に夫と妻の労働時間
の関係をみてみよう（図14）。夫の年収が300
万円以上の世帯では，夫の週労働時間は47，

図13　夫婦の就業パターン別にみた世帯の週労働時間（世帯主65歳未満）
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14）『労調特別調査』の収入に関する質問形式は，1988年以前と89年以降で異なるため，ここでは1989年以降の
データを用いる。
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48時間前後で収入による大きな差はみられな
い。一方，妻の週労働時間は夫の収入が増える
につれて少しずつ短くなっている。妻の就業と
の関係をみてみると，妻の就業率は，夫の年収
が200-299万円のときに63.7％と最も高く，300
万円を超えると夫の収入の増加につれて低下傾
向が顕著になる。夫の収入が高くなると妻の労
働参加が抑制されることは，ダグラス＝有沢の
法則と整合的である。なお，夫の年収が1500
万円以上で妻の就業率は反転上昇しているが，
該当する世帯は全体の２％に過ぎない。最も世
帯数が多いのは，夫の年収が500-699万円の収
入階級であった。

妻の就業率について，期間別にみてみよう
（図15）。妻の就業率が最も高いのは，どの期
間もおおむね夫の年収200-299万円の収入階級
で，夫の収入水準が低い世帯の妻は働いている

割合が高い。また，夫の収入の増加に応じて就
業率が低下する構造は，期間を通じて安定的で
ある15）。ただし，1992-97年あるいは1998-2001
年では，妻の就業率のピークからみて，夫の収
入増加に応じた就業率の低下の程度がやや緩や
かである。これは，90年代においてダグラス
＝有沢法則の弱まりを指摘した小原（2001）の
発見とも整合的である。しかし，2000年代後
半に入ると，再び，夫の収入増加に応じた妻の
就業率の低下傾向が強く表れるようになってい
る。期間別にみたもう一つの特徴は，妻の就業
率のカーブの高さに関するものである。1989-
91年から直近の2008-13年にかけて，どの収入
階級でも妻の就業率は上昇しており，夫の収入
とは独立に，全体として就業する女性が増えて
いることが明確に現れている。

図14　夫の年収階級別にみた夫婦の週労働時間（1989-2013年，世帯主25-64歳）
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（注）1988年以前は年収に関する質問形式が異なるため，89年以降について集計

15）年収ゼロでも労働時間のカウントがある人がいるのは，労調の質問形式によるもので，労働時間は毎年２月の
月末１週間について，年収はこの１年について聞いている。そのためこの１年間収入がなくて現在働いている人
は，労働時間がゼロではないためである。
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Ⅳ－２．子どもの有無と夫婦の労働時間
世帯単位の労働時間選択に関するいま一つの

要因は，家計内生産活動，なかでも育児との関
係である。そこで，子どもの有無別に労働時間
をみてみよう。末子６歳以下の子どもがいる世
帯と15歳未満の子どもがいない世帯について
比較する（図16）。小さい子ども（末子６歳以
下）がいる影響をみるため，世帯主の夫の年齢
が25－45歳である世帯について集計した。 そ
の結果，夫も妻も労働時間は期間を通じてほぼ
横ばいで大きく変動していない。子ども（末子
６歳以下）がいる世帯の夫の方が，子ども（15

歳未満）がいない世帯の夫よりも労働時間は１
時間ほど長い。25－45歳の夫の平均年齢をみ
ると，子ども（末子６歳以下）がいる世帯の夫
の平均年齢は35歳，子ども（15歳未満）がい
ない世帯の夫の平均年齢は37歳である。念の
ため夫の年齢階級別に集計し，６歳以下の末子
を持つ世帯が一番多い30歳代で比較しても，
６歳以下の末子を持つ夫の労働時間の方が長
く，子どもがいない夫の方が短い。一方，妻に
ついては，子ども（15歳未満）がいない世帯
の妻の方が労働時間は長く週20時間を超え，
子ども（末子６歳以下）がいる世帯の妻の平均

図15　期間別にみた妻の就業率（1989-2013年，世帯主25-64歳）
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図16　子どもの有無別にみた世帯の週労働時間
末子6歳以下(世帯主25-45歳）
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労働時間（週10～11時間）の約２倍である。
世帯の就業パターン別に，子どもの人数を確

認してみると，共働きと専業主婦世帯では，全
期間の平均子ども数が，それぞれ1.74人，1.76
人となっており，世帯の就業パターンによる差
はあまりない。また1986年から2013年の28年
間に，共働き世帯の子どもは1.75人から1.70人
に，専業主婦世帯では1.8人が1.73人に緩やか
な減少傾向にあるが，有配偶世帯で子ども数が
大幅に減少しているわけではない。

Ⅳ－３．夫と妻の労働時間の関係
最後に，子どもの有無別の夫婦の労働時間の

組み合わせをみてみよう。先行研究では，夫婦
の家事・育児時間は労働時間と同時に決定され
るというより，労働時間が時間的制約条件と
なっている可能性が示唆されている（吉田 
2009）。また，育児期の子どもがいる場合，特
に父親の労働時間はその育児参加の大きな制約
となっており（水落 2006），それは妻の労働時

間選択にも影響を及ぼすと考えられる。そこ
で，夫の労働時間（１時間刻み）別に妻の平均
週労働時間をみた（図17）。横軸が夫の労働時
間（１歳刻み），縦軸が夫の労働時間別にみた
妻の平均週労働時間となっており，円が大きい
ほどその夫と妻の労働時間の組み合わせに属す
る世帯数が多いことを示している。夫の労働時
間がゼロの世帯では，妻の労働時間が10時間
前後であるが，全体として，夫の労働時間が増
加するにつれて，妻の平均週労働時間も長くな
る傾向がある。また，夫の労働時間が同じ場
合，妻の平均週労働時間は，15歳未満の子ど
もがいない世帯の方が，６歳以下の末子がいる
世帯よりも長いことがわかる。

夫婦の労働時間の関係をより詳しく検討しよ
う。ここでは，働いていない場合の労働時間を
ゼロとした，各世帯の夫婦の労働時間の組み合
わせで示される散布図に基づき，夫の労働時間
別の妻の労働時間の予測値がどのように変動す
るかをノンパラメトリックな推定によって検討

図17　夫の労働時間別にみた妻の平均週労働時間（世帯主25-45歳，全期間）
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する。推定方法には，locally weighted scatter-
plot smoothingを用いる。この手法では，当該
世帯の夫婦の労働時間の組み合わせの観測値に
ついて最も高いウェイトを与え，その近傍から
離れる観測値ほどウェイトを小さくすること
で，極端な観測値の影響を受けにくくしなが
ら，かつ観察されるデータにフィットした推定
値を計算することができる。集計対象は，世帯
主である夫の年齢が25-45歳で就業者の世帯で
あり，妻が無業の世帯も含まれる。このサンプ
ルについて，子どもの有無別，期間別に推定す
る。

まず，子ども（末子６歳以下）がいる世帯に
ついてである（図18）。未就学児を抱えた世帯
は，労働時間がゼロの妻が多いため，妻の労働
時間の予測値の水準も低い。期間別では，
1986-91年と1992-97年の推定は右肩上がりと

なっており，夫の労働時間が増えるにつれて妻
の労働時間も増えている。1998-2001年以降は，
推定の傾きが緩やかになり，直近の2008-13年
では，夫の労働時間が40時間を超えるあたり
から，妻の労働時間は減少傾向になっていく。
近年では小さな子どもがいる場合，夫が長時間
労働であるほど，妻の労働供給が減少すること
がわかる。

次に15歳未満の子どもがいない世帯につい
てみてみる（図19）。図18の結果に比べると，
労働時間の予測値の水準が高いこと，全５期間
を通じて，夫の労働時間に対して右肩上がりの
推定結果となった。つまり，子育てという家計
内生産活動にかかわる時間制約がない場合，夫
の労働時間が増えると妻の労働時間も増えると
いう関係がみられる。

Ⅴ．おわりに

本稿では，労働時間に関する公的統計の整合
性を検証したのち，世帯単位の労働供給の視点
から，1980年代以降，四半世紀にわたる世帯
単位の労働時間の構造と推移を明らかにした。
その結果は次のようにまとめられる。

まず，第Ⅱ節でみたように，労働時間に関す
る代表的な政府統計には，世帯を対象とした調
査として，総務省による『労働力調査』，『社会
生活基本調査』ならびに『就業構造基本調査』
があり，事業所を対象とした調査として，厚生
労働省による『毎月勤労統計調査』と『賃金構
造基本統計調査』がある。とくに，世帯調査と
事業所調査では，母集団や労働時間の集計対
象，調査時期および定義が大きく異なる。各統
計調査の特徴を踏まえた比較の結果，世帯側，
事業所側それぞれの統計内では労働時間につい
て整合性が見られた。しかし，世帯調査と事業
所調査の間には1980年代以降，週当たりにし

て約６時間程度で一定の乖離があり，その大部
分が男性の労働時間で説明できる。男性の
2013年における週当たりの乖離の大きさは，
雇用者平均では約5.5時間であるが，正社員に
限定した比較では約3.7時間まで縮小する。依
然として残る乖離の一部には，先行研究が指摘
した労働者のみが把握する不払いの労働時間が
含まれる可能性がある。

第Ⅲ節では，世帯調査である『労働力調査』
特別調査および詳細集計の1986～2013年の個
票データを用いて，夫婦の労働時間選択につい
て分析した。さらに，第Ⅳ節ではより具体的に
世帯属性と夫婦の労働時間の関係について観察
した。その結果，有配偶世帯における夫婦それ
ぞれの週平均労働時間には変化がない一方，そ
の背後にある妻の労働供給の構造には大きな変
化がみられた。有配偶女性の就業率は，世帯主
40歳代を除いて，子育て期に相当する年代で
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図18　夫と妻の週労働時間（末子６歳以下，世帯主25-45歳）

【図18　夫と妻の週労働時間（末子6歳以下、世帯主25-45歳】
◆子どもあり　 25-45歳
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（注）図17と同様

図19　夫と妻の週労働時間（15歳未満子どもなし，世帯主25-45歳）

【図19_夫と妻の週労働時間（15歳未満子どもなし、世帯主25-45歳）】
◆子どもなし 25-45歳
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（注）図17と同様
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も全般的に上昇し，いわゆる専業主婦世帯は減
少したが，妻の短時間就業による労働参加の増
加が全体の平均労働時間の上昇を抑制した。夫
の平均週労働時間は時系列で大きく変化してい
ないことに加え，子どもの有無および妻の就業
の有無によっても大きな差はみられない。子ど
も（末子６歳以下）がいる世帯では夫ではなく
妻が労働時間を調整していることが示唆され
る。

妻の就業選択の決定要因として，夫の所得と
の負の相関を意味するダグラス＝有沢の法則
は，1990年代に弱まる傾向がみられたものの，
近年再び明確な関係がみられるようになってい
る。また，子どもの有無と夫婦の労働時間の関
係について，夫の労働時間（１時間刻み）別に
妻の平均週労働時間を推定したところ，子ども

（15歳未満）がいない世帯では，夫の労働時間
が長いほど妻の労働時間も長くなる。この傾向
は過去28年間で変化がない。一方，子ども（末
子６歳以下）がいる場合，近年では，夫の労働
時間が40時間を超えると，妻の平均週労働時
間が明確に抑制される結果が示された。このよ

うに，近年ほど，育児期の子どもを持つ世帯で
は，夫の労働時間が妻の労働時間供給の制約と
なっている傾向がみられた。

以上から，結婚・出産期にあたる20，30歳
代の世帯では，共働き，専業主夫世帯とも夫の
労働時間は長く，夫にとっては仕事と子育ての
両立が厳しい実態が明らかになった。妻は正規
雇用もパートも労働時間が短くなることで就業
率が高まり共働き世帯が増加していると考えら
れる。両立支援やワーク・ライフ・バランス
は，女性だけではなく男性にも必要であり，世
帯の行動選択にも大きな影響を持つため，特に
若い世代への手厚い両立支援が必要なことは明
らかである。同時に，就業形態や年齢などに応
じたきめ細やかな施策の立案のためには，世帯
調査において，例えば，就業者一般に関する勤
め先別の労働時間や主な勤務時間帯，あるいは
雇用者について適用される労働時間制度や賃金
が支払われた労働時間など，多様化する働き方
や時間管理の実態に即した調査項目の追加も検
討すべきであろう。

参　考　文　献

大森義明（2010）「ワーク・ライフ・バランス
研究―経済学的な概念と課題」『日本労働研
究雑誌』No.599，pp.10-19

小倉一哉（2007）『エンドレス・ワーカーズ』
日本経済新聞社

小倉一哉・藤本隆史（2005）「日本の長時間労
働・不払い労働時間の実態と実証分析」『労
働政策研究報告書』No.22，労働政策研究・
研修機構

小原美紀（2000）「長時間通勤と市場・家事労
働：通勤時間の短い夫は家事を手伝うか？」，

『日本労働研究雑誌』No.476，pp.35-45
小原美紀（2001）「専業主婦は裕福な家庭の象

徴か？妻の就業と所得不平等に税制が与える
影響」，『日本労働研究雑誌』No.493, pp.15-29

川口章（2002）「ダグラス＝有沢法則は有効な
のか」『日本労働研究雑誌』No.501, pp.18-21

神林龍（2010）「1980年代以降の日本の労働時
間」『労働市場と所得分配』pp.159-197

玄田有史（1993）「労働時間と賃金の産業間格
差について」『日本経済研究』№24, pp.23-41

玄田有史（2005）『働く過剰：大人のための若
者読本』NTT出版

水落正明（2006）「父親の育児参加と家計の時
間配分」『季刊家計経済研究』No.71, pp.55-63

高橋陽子（2005）「ホワイトカラー「サービス
残業」の経済学的背景―労働時間・報酬に
関する暗黙の契約」『日本労働研究雑誌』№
536, pp.56-68

武内真美子（2004）「女性就業のパネル分析」



労働時間統計の整合性と世帯の労働時間の分析

－128－

『日本労働研究雑誌』No.527, pp.76-88
内閣府（2011）『平成23年度 年次経済財政報告』
山本勲・黒田祥子（2014）『労働時間の経済分

析』日本経済新聞出版社
吉田千鶴（2009）「日本の夫婦の就業状態と家

事・育児分担との関係―コレクティブモデル
アプローチ―」『人口問題研究』65巻１号，
pp.3-20

労働政策研究・研修機構（2005）『雇用者の副
業に関する調査研究』労働政策研究報告書，
No.41

Blundel, R . and T . MaCurdy （1999）, “Labor 
Supply： A Review of Alternative Approach”, 
in Ashenfelter, O. and D. Card （eds） Hand-

book Labor Economics , Vol .3A Ch .27, pp . 
1559-1695, Elsevier

Genda, Y., S. Kuroda and S. Ohta （2010）, “Does 
Downsizing Take a Toll on Retained Staff? 
An Empirical Analysis of Increased Working 
Hours during Recessions Using Japanese Mi-

cro Data”, ISS Discussion Paper Series, F-154, 
The University of Tokyo

Kawaguchi, D., H. Naito and I. Yokoyama （2008）, 
“Labor Market Responses to Legal Work 
Hour Restriction： Evidence from Japan”, 
ESRI Discussion Paper Series, No.202, Eco-
nomic and Social Research Institute, Cabinet 
Office

Kohara, M. （2010）, “The Response of Japanese 
Wives’ Labor Supply to Husbands’ Job Loss”, 
Journal of Population Economics, Vol.23 No.4, 
pp.1133–1149

Kuroda, S. （2010）, “Do Japanese Work Shorter 
Hours than before? Measuring Trends in Mar-

ket Work and Leisure using 1976–2006 Japa-
nese Time-use Survey”, Journal of the Japa-

nese and International Economies , Vol .24 
Issue4, pp.481-502.

厚生労働省「労働時間制度の変遷」＜http://
www.mhlw.go.jp/shingi/2005/04/s0428-5f.
html＞

厚生労働省「一般労働条件に関する施策の概要」
＜http://kokoro.mhlw.go.jp/guideline/general.
html＞



＜財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」平成27年第2号（通巻第122号）2015年3月＞

－129－

付表　記述統計量

平均 標準偏差 平均 標準偏差

世帯主年齢（歳）

15歳未満の子ども数（人）

就業率 夫

妻

週労働時間 夫

妻

夫婦

世帯全体

夫の年収階級 なし

100万円未満

100〜200万円未満

200〜300万円未満

300〜400万円未満

400〜500万円未満

500〜700万円未満

700〜1000万円未満

1000〜1500万円未満

1500万円以上

世帯の就業パターン共働き世帯

専業主婦世帯
専業主夫世帯
夫婦とも無業

（世帯主夫婦：世帯主男性、配偶者有）

世帯主全年齢 (N=468,190) 世帯主65歳未満(N=370,134)

（注）夫の年収階級のみ1989年以降のサンプルに限定。サンプルサイズは全年齢が390,915，世帯主65歳未満が
303,702。


